
  

 

平成 31 年 1 月 11 日 

各  位  
会 社 名 株 式 会 社 ヤ  マ  ウ
代 表 者 名 代表取締役社長 小 嶺  啓 藏

（JASDAQ・コード番号5284）
問 合 せ 先

役職・氏名
執 行 役 員
管理本部長 倉 智  清 敬

電 話 ０９２－８７２－３３０１ 
 

連結子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、平成 31 年 4 月 1 日を合併期日として、当社子会

社である宮崎プレコン㈱を吸収合併することを決議いたしましたので、お知らせいたします。 

なお、本吸収合併は、100％子会社を対象とする簡易合併であるため、開示事項・内容を

一部省略しております。 

 

記 

１.合併の目的 

宮崎プレコン㈱は、宮崎地区供給過多という市場の状況を踏まえ、同業者との共同生産

による効率的な生産を目指すことを目的に設立いたしました。しかしながら、宮崎県にお

けるコンクリート製品の需要が設立当初の予想より減少しており、今後もさらに厳しくな

ることが予想されることから、宮崎プレコン㈱を当社に吸収合併することにより、経営資

源と組織運営のさらなる効率化を図って参るものであります。 

 

２.合併の要旨 

（1）合併の日程 

 合併に関する当社取締役会決議日       平成 31年 1月 11日 

合併契約書締結日              平成 31年 1月 31日（予定） 

合併期日（効力発生日）           平成 31年４月 1日（予定） 

（注）本合併は、当社においては、会社法第 796 条第２項に基づく簡易合併、宮

崎プレコン㈱においては、会社法第 784条第１項に基づく略式合併に該当するた

め、それぞれの合併契約に関する株主総会の承認を得ることなく行うものであり

ます。 

  

（2）合併の方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式であり、宮崎プレコン㈱は解散いたします。 

 

（3）合併に係る割当ての内容 

当社は、宮崎プレコン㈱の全株式を所有しているため、本合併による株式その他の

金銭などの割当はありません。 
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（4）消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 

 

３.合併当事会社の概要 

  存続会社 消滅会社 

(1) 商 号 株式会社ヤマウ 宮崎プレコン株式会社 

(2) 所 在 地 
福岡県福岡市早良区東入
部 5-15-7 

宮崎県宮崎市高岡町花見
600 番地 

(3) 代 表 者 
代表取締役社長 

小嶺 啓藏 
代表取締役社長 
中原 修 

(4) 事 業 内 容 
コンクリート製品製造販
売事業 

コンクリート製品製造販
売事業 

(5) 設 立 年 月 日 昭和 33 年 2 月 1日 平成 22 年 10 月１日 

(6) 資 本 金 800,000 千円 6,000 千円

(7) 発 行 済 株 式 数 6,306,000 株 600 株

(8) 決 算 期 3 月末 3 月末 

(9) 大株主及び持株比率 福岡商事㈱  13.95％ 

㈱麻生     6.34％ 

㈱トクヤマ   6.34％ 

明治安田生命保険（相）

5.15％ 

（2018 年 9 月 30 日時点）

㈱ヤマウ（当社） 100％

 

(11) 直前事業年度の財政状態及び経営成績 

 決 算 期 平成 30 年 3 月期（連結） 平成 30 年 3 月期（単体）

 純 資 産 4,818 百万円 48 百万円

 総 資 産 18,685 百万円 68 百万円

 1 株 当 た り 純 資 産 777.81 円 80,243.35 円

 売 上 高 22,635 百万円 136 百万円

 営 業 利 益 501 百万円 3百万円

 経 常 利 益 625 百万円 3百万円

 
（親会社株主に帰属す
る）当期純利益 

553 百万円 3百万円

 １株当たり当期純利益 103.74 円 5,193.35 円

 

４.合併後の状況 

本合併による当社の商号、本店所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び

決算期に変更はありません。 

 

５.今後の見通し 

当社の完全子会社との合併であるため、本合併による連結業績への影響は軽微であり

ます。 

以  上 
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（ご参考）当期連結業績予想（平成 30年 5月 11日公表分）及び前期連結実績 

（百万円） 

 
連結売上高 連結営業利益 連結経常利益 

親会社株主に

帰 属 す る

当期純利益

当期業績予想 

（平成 31年 3月期） 
22,700 510 630 400

前期実績 

（平成 30年 3.月期） 
22,635 501 625 553
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